
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

「逆」オイルショックが 

日本に何をもたらすのか 

 今回は原油価格が短期間に暴落するという

逆オイルショックについてさらに詳しく述べ

たいと思います。この逆オイルショックの流

れは２０１４年１１月２７日にウィーンで開

かれたＯＰＥＣ（石油輸出国機構）総会で決

定的になりました。ＯＰＥＣは原油輸出国の

利益確保を目指す国際的な価格カルテルで１

９６０年に創設されました。現在の加盟国は

サウジアラビアなど１２ヵ国。ＯＰＥＣは加

盟国の生産量を合計した生産枠を守っており、

２０１３年以降の生産枠は世界の総産出量の

３分の１の日量３０００万バレルです（１バ

レルは約１５９リットル）。 

 原油価格が下落しているのは市場に出回っ

ている原油がだぶついているためなので、一

応、「減産すれば原油価格が下げ止まるはず」

という理屈は成り立ちます。そこでＯＰＥＣ

総会では生産枠を減らすかどうかが最大のテ

ーマとなったのです。しかし、ベネズエラな

ど一部の加盟国が減産を主張したものの、サ

ウジアラビアの意見が通って総会では生産枠

を据え置くという結論になりました。 

これを受けて国際的な原油価格の指標であ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

るアメリカの原油先物市場もたちまち１バレ

ル７０ドルを割ってしまい、２０１５年の年

明けには４０ドル台に突入したのでした。原

油価格のピークであった２０１４年６月時点

と比べると半年で約６０ドルも暴落したこと

になります。 

  

●原油価格の大変動と日本経済の関係 

 このような原油価格の短期間の大変動が世

界経済と日本経済に多大な影響を及ぼさない

はずがありません。１９７３年の第１次オイ

ルショックでは原油価格はわずか３ヵ月間で

約３ドルから約１２ドルへと４倍にも上がっ

てしまいました。そのため石油製品も暴騰し、

低価格の石油の大量消費で成り立っていた世

界経済が大混乱に陥ってしまったのです。 

 その後も１９７８年末に起こったイラン革

命でイランの石油生産が中断したことをきっ

かけに第２次オイルショックが起こり、この

ときも原油価格は３倍近く上がりました。 

 以上は原油価格が急騰するオイルショック

ですが、逆オイルショックが初めて起こった

のは１９８６年です。１９８０年代に入って

世界的に省エネルギー政策が展開される一方、

景気低迷が続いたため、１９８６年を境にし
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地域の救急救命を担っている病院を訪
問しました。県央地域は医療の空白地域
と言われていますが、医療関係者のご尽
力によって多くの命が救われています。
搬送時間や運用方法等の課題に関して、
公的にも取り組む必要があります。 

 

 

 



て原油価格が下落し、１バレル３０ドル近い

水準だったのが半年で５ドルにまで暴落した

のでした。 

  

●今回は円安とシェール革命が同時進行中 

 ２度のオイルショックと１度の逆オイルシ

ョックは日本経済に大きな影響を与えたわけ

ですが、過去の２度のオイルショックは日本

企業に世界最先端の省エネ技術の開発を促し、

それが日本企業の国際競争力を一段と高める

ことになりました。一方、省エネの技術革新

について行けなかったソビエト連邦は崩壊に

至ったのでした。 

 今回の２度目の逆オイルショックでは、最

初の逆オイルショックとの大きな違いが２つ

挙げられるでしょう。１つは日本が円高では

なく円安の渦中にあるということです。円安

で輸入物価が上がって日本の貿易赤字も増え

てきましたが、原油価格が下がるとこの貿易

赤字も緩和されていきます。ただし現政権が

掲げている物価上昇目標２％の達成は難しく

なります。やはり原油価格の下落はデフレ傾

向を強めます。 

 もう１つは、アメリカのシェール革命によ

って原油であるシェールオイルが出るように

なったということです。最初の逆オイルショ

ックのときには時間が経つにつれて原油のだ

ぶつきがなくなり再び原油価格は上昇してい

きました。しかし今回はシェールオイルがあ

るので原油のだぶつきもなかなか収まらない

でしょう。ちなみにヨーロッパでは目下、原

油の貯蔵タンクが満杯になってしまい、タン

カーから原油を降ろせなくなっています。 

 前述したように原油のだぶつきをなくすに

はＯＰＥＣが減産すればいいという考え方は

あるにしても、現実にはＯＰＥＣが減産した

分だけ世界の原油市場でシェールオイルが増

えることになるだけです。その結果、ＯＰＥ

Ｃのシェアが縮小してしまいます。第１次オ

イルショックのときは世界の原油市場でのＯ

ＰＥＣのシェアは５５％でしたが、現在は３

分の１しかありません。減産するとＯＰＥＣ

のシェアは３０％を切ってしまい、世界の原

油市場へのＯＰＥＣの影響力も下がってしま

います。それでＯＰＥＣは原油価格の下落を

受け入れてでも減産しないという方針を決め

たのでしょう。 

  

●メタンハイドレートの実用化に取り組む 

 アメリカではガソリン価格が半年で４０％

も下がったため自動車の売れ行きが急回復し

てきました。 

 日本はエネルギー資源が乏しいのにエネル

ギーの大量消費国です。したがって原油価格

の下落はありがたいのですが、だからといっ

て自国でエネルギー資源を確保する努力を放

棄していいことにはなりません。 

 日本産のエネルギーとして最も期待されて

いるのがメタンハイドレートです。これは火

を付けると燃えるため「燃える氷」とも呼ば

れており、日本の周辺海域には国内の天然ガ

ス使用量の１００年分に相当するメタンハイ

ドレートが存在すると推定されています。仮

にメタンハイドレートから天然ガスを生産す

るコストを１バレルの原油価格換算で５０ド

ルにすることができれば、日本は５０ドルを

超えてエネルギーを購入する必要がなくなり

ます。政治の役割としてはこのメタンハイド

レートの実用化とともに、競争力のある価格

が実現できるのであれば、採取したメタンハ

イドレートの天然ガスを海岸から全国の消費

地へ送るためのパイプライン網の整備が必要

となります。私もこのような日本独自のエネ

ルギー確保にこれからも取り組んでいきます。 


